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「イントロダクション」のイントロ
2020年 7月、日本の首都東京で二回目となる
オリンピック夏季大会が開幕する。今年 2016年
8月にブラジルのリオデジャネイロで第 31回大
会が開かれ、それに続く 32回目の大会が「2020
東京オリンピック」となる。今からおよそ四年半
後に日本は「世界のスポーツと文化の祭典」を迎
えることになる。この来るべきオリンピックを前
にして、いま現在日本社会はどのような状況に置
かれているのだろうか。「2020年の日本」へと向
かうこれからの歳月のなかで、この国の政治・経
済・文化はどのような変貌を遂げていくのだろう
か。社会学的な観点からその解明を目指すのが、
ここでの「東京オリンピック研究」である。本稿
はそれに向けた序説（イントロダクション）の試
みである。
すでにこれまでに「オリンピック」はさまざま
な観点から、多様な題材に即して研究が蓄積され
てきた。その意味でテーマとして目新しいもので
はない。だが、「オリンピック」という存在それ
自体は、クーベルタン男爵によって近代オリンピ
ックが創設されて以降 120年の間に、大きな変貌
を遂げてきた。今世紀に入ってからも、その変化
は止まることを知らない。その点を踏まえれば、
たとえテーマとして長きにわたり取り上げられて
きたとしても、そこで問うべき／問われるべき事
柄自体は、その時代ごとに異なる様相を示してき
たことが分かるだろう。だからこそ「2020東京
オリンピック」を研究するうえでも、独自の視座
と対象が必要不可欠なのである。
本稿では、今後取り組む「東京オリンピック研
究」の基本的な問題意識と分析視座を明らかにす
ることを目指す。その際の方法として、まずは
「2020東京オリンピック」をめぐる最近の社会動
勢（第 1節）ならびにそのもとで起きた具体的な
事件（第 2節）に目を向ける。その理由は、その
時代ごとに異なるオリンピックの姿を的確に捉え
るうえで「いま／ここ」における具体的様態にア
プローチすることが、なによりも適切だと考える
からである。そのうえで、具体的な動勢と事例の
検討を通して見えてくる事柄をなにかしらの「症
候」として解釈することを試みる（第 3節）。来
るべき東京オリンピックをめぐり世間の関心を引
き付けている最近の事件や現象は、実のところよ
り長い時間的射程とより深い社会的含意を秘めた
「出来事」ではないか。そうした問題設定を明示
したうえで、「2020東京オリンピック」を論じる
際に必要と考える分析視角と研究対象について既
存の先行研究との関連を踏まえつつ概観する（第
4節）。以上に述べた手続きにもとづき、東京オ
リンピックを切り口として「2020年の日本」を
社会学的に問うことの意義を示すのが本稿の目的
である。
1．「2020年までに」というクリーシェ
「復興」のためのオリンピック？
2013年 9月 6日から 10日にかけてブエノスア
イレスで開催された第 125回 IOC（国際オリン
ピック委員会）総会の場で、2020年夏季オリン
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ピック開催都市として東京が採択された。最終選
考に残ったイスタンブール、マドリードとの激し
い招致合戦に最終的に勝利するかたちで「TO-
KYO！」との決戦投票結果がアナウンスされた
シーンは、日本のメディアにおいて繰り返し放映
された。そこでは安倍晋三首相をはじめとする日
本代表団の歓喜する姿が感動的に伝えられ、それ
を契機に「2020東京オリンピック（Tokyo 2020
Olympic Games）」は一気に日本社会に生きる多
くの人々にとって大きな話題や関心事として広ま
っていった。
東京を勝利に導いた IOC 総会での立候補都市
としての最終プレゼンテーションから見えてきた
のは、前回第 31回夏季オリンピック開催都市に
名乗りを上げながら不採用となった失敗を教訓と
して、2020年第 32回大会をなんとしても東京で
開催すべく「オールジャパン体制」で臨んだ関係
者たちの姿勢である（猪瀬 2014；村瀬 2013）。安
倍首相自らが英語でプレゼンテーションを行い、
そこで国際的な関心や懸念の対象であった福島第
一原発事故による放射能汚染の問題に対して
「the situation is under control（状況は統御できて
いる）」との言葉で自信たっぷりに説明し、その
ことが日々放射能汚染の脅威のもとで暮らす福島
の人々をはじめ関係者たちのあいだで物議をかも
した。また特筆すべき点として、ブエノスアイレ
ス総会での招致活動に際して皇室関係者が重要な
位置を占めたことである。具体的には三笠宮彬子
氏が IOC 委員と懇談の場を持ち、高松宮紀久子
氏がプレゼンテーションを行った。こうした皇室
関係者が前面に出ての招致活動も、これまでには
見られなかった光景である。そのほかにも「お・
も・て・な・し」との言葉が招致決定後に人々の
あいだで話題となった有名タレントを起用しての
東京／日本の魅力のアピール、自らも被災経験を
持つ現役パラリンピック選手による復興に向けて
オリンピックを開催する意義を訴える感動的な語
り、ユーモアと大袈裟なジェスチャーを交えた猪
瀬直樹東京都知事（当時）によるプレゼンテーシ
ョン。このように用意周到に企画・準備された招
致活動の末に開催都市として正式に採択されたこ
とで、あたかも前回の招致失敗というトラウマを
一気に克服するかのように東京／日本はオリンピ
ックをめぐる歓喜と感動に包まれる結果となった
のである。
だが、2013年 9月に東京によるオリンピック招
致が正式に決定し、2020年の開催に向けた具体
的な準備が進む現在に至るまで、ひとつの素朴な
疑問が少なからぬ人々のあいだに分かち持たれ続
けているように感じられる。それを端的に言えば
「なんのために 2020年に東京でオリンピックを開
催するのだろうか？」との問いである1）。実のと
ころそれは、前回 2016年招致に東京都が動き出
した時点から一貫してくすぶり続けている疑念で
もある。どうして今、どうして東京で、なんのた
めにオリンピックを開催しなければならないの
か2）。
この問いを考えてく際に、2016年オリンピッ
ク招致と 2020年オリンピック招致との決定的な
違いとして挙げられるのは、言うまでもなくそこ
における「復興」の有無である。2011年 3月 11
日の東日本大地震とそれに続く東京電力福島第一
原発の事故を受けて、日本社会には大きな喪失感
と虚脱感が見る間に広まっていた。そうしたな
か、震災・原発事故発生からおよそ一カ月後の同
年 4月 12日、前日の都知事選で再選を果たした
ばかりの石原慎太郎氏は、オリンピック開催都市
への再度の立候補に意欲を表明した。こうした日
─────────────────────────────────────────────────────
１）もちろん大会主催者側は「2020東京オリンピック」を開催するうえでの理念や目的を公式に提示している。IOC
に提出された立候補申請フイルでは「Discover Tomorrow」が大会理念として掲げられ、正式決定後の大会組織
委員会公式ホームページでは、以下のように「ビジョン」が記されている。「「すべての人が自己ベストを目指し
（全員が自己ベスト）」、「一人ひとりが互いを認め合い（多様性と調和）」、「そして、未来につなげよう（未来へ
の継承）」を 3つの基本コンセプトとし、史上最もイノベーティブで、世界にポジティブな改革をもたらす大会と
する」。だが現在までのところ、主催者側が提唱する理念やビジョンが多くの人に理解され、その趣旨が共有さ
れているとは到底思われない。
２）オリンピック開催に懐疑的・否定的な立場からのこの問いに対する「答え」の典型例は、オリンピック開催を契
機として長年の懸案事項である臨海副都心開発を一気に加速させようとする政治・経済的な意図をそこに読み取
るものである（『インパクション』2014；滝口 2009；町村 2007, 2008）。
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本／東京を取り巻く一連の経緯のもとで、2020
年に東京でオリンピックを開催する意義として
「震災からの復興」が俄に前景化されていく。多
くの人が意気消沈し日本社会が「元気」を失って
いる今だからこそ、すべての国民に夢と希望を与
えるような国家プロジェクトが必要であり、それ
こそが「2020東京オリンピック」の開催にほか
ならない。そうした物言いや宣言が招致を進める
国家や行政機関だけでなく、より広く民間の企業
や組織、さらには個々の人々のあいだからも聞こ
えてくるようになっていった3）。そのことを踏ま
えるならば、初期の招致活動に際して用いられた
キャッチコピー「今、ニッポンにはこの夢の力が
必要だ。」は、震災直後／招致活動当初の日本社
会の世相とそこでのオリンピック開催の意義づけ
を端的に表わしている。
こうして東京でのオリンピック開催は震災から
の復興との結びつきのもとで語られるようになっ
たわけだが、そこで言及される「復興」には少な
くとも二つの側面が見て取れる。第一に、オリン
ピック開催に伴う経済効果に期待する立場から
は、オリンピック景気のもとで雇用創出や企業の
業績向上が果たされ、その結果として復興のペー
スが速まることが唱えられる。第二に、2020年
までに見事に復興を果たし、オリンピックの場で
世界の人々に「復興した日本の姿」を披露するこ
とが、これまで日本に寄せられた国際的な支援や
援助に対する最大の恩返しであるとされる。その
ように復興に向けた具体的な目標時期を設定した
うえで、現在すでに始まっている復興事業の今後
のプロセスとその完遂をたしかなものにするため
に「2020東京オリンピック」開催には絶大な意
義があると唱えられるのだ。オリンピックと東日
本大震災とをセットで語るさまざまな言説に共通
して見て取れるのは、復興に関するこうした発想
にほかならない。
だがしかし、2020年に首都東京でオリンピッ
クを開催することが東北地方の被災地の復興に実
質的に寄与するのかどうかは、実のところそれほ
どたしかではない。すでに建設業界ではオリンピ
ック関連の施設や道路等の工事が増えることで、
ただでさえ人手不足の実状を考えたとき東北での
復興事業に遅れや支障が生じることが危惧されて
いる。さらに言えば、放射能による土壌汚染の除
去・除染には何十年単位の歳月を要することを踏
まえるならば、「2020年までに」果たされる復興
とは、そもそもどのような「復興」なのだろうか
との問いも生じてくるだろう。対外的に美辞麗句
を並べ立てるプレゼンテーションのレベルであれ
ばそれなりにもっともらしく響く「復興のための
オリンピック」というお題目は、開催が決定しそ
れに向けた準備が具体化していくにつれて、どこ
となく空々しく、あまりに建前然とした性格のも
のにならざるをえない。
「2020年までに！」
オリンピック開催と震災からの復興との内的関
連をこのように理解すると、そこに多くの疑問が
生じざるを得ない。それにもかかわらず、2013
年の招致決定以降、2020年の東京オリンピック
開催に向けて人々がある種の団結と統一性をもっ
て突き進む態勢が日本社会においてできあがりつ
つあるように思われる。もちろんそれは、強力な
指導のもとに押しつけられる有無を言わさぬ「強
制（compel）」などではなく、個別具体的な場面
では個人の違いや多様性を十分に尊重したうえ
で、しかしながらだれもがそこから容易に自由に
はなれないような雰囲気＝気分を「涵養（culti-
vate）」することで作動していく権力を通じて発
揮される。それはあたかも、だれもが当然のこと
として受け入れざるを得ない、逆に言えれば抗う
ことを許されない「未来の目標」として人々の前
に立ち現れつつあるかのように感じられる。そし
て興味深いことに、そうした雰囲気＝気分が包み
込む範疇は当初の「復興」を超えてより広範な社
会領域へと広がっているように見受けられるの
だ。そのことは、現在なにかしらの目標や課題を
設定する場合に、ごく自然に「2020年までに！」
─────────────────────────────────────────────────────
３）建築家の安藤忠雄氏による東京オリンピック開催の意義についての以下の発言は、その典型例と言える。安藤氏
は東京大会の意義について「日本は今、すべての面で下降線をたどっていると言われています。だからこそ刺激
剤が欲しい。五輪開催が、ただちに景気回復につながるとは思いませんが、日本人の心を高揚させ、日本がもう一
度力強さを取り戻す「きっかけ」にはなるのではないでしょうか」と述べている（『読売新聞』2013年 1月 10日）
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との表現が普及している様に見て取れる。その事
実は以前に用いられた「2010年までに！」との
物言いと比較することで明らかになるだろう。
読売新聞データベース『ヨミダス歴史館』を用
いた新聞記事検索の結果、2004年（2010年の 6
年前）一年間における「2010年までに」との文
字列を含む記事総数は 23件であったのに対して、
2014年（2020 年の 6 年前）一年間における
「2020年までに」との文字列を含む記事総数は
203件であった。同様の検索を朝日新聞データベ
ース『聞蔵ビジュアル』で行った結果は、74件
と 136件であった。歴史的な時間経過を十年区切
りで表現すること自体はどの時代においても一般
的なことであろう。だが、少なくとも「2010年」
と比較した際に「2020年」という特定時点は、
現代を生きる人々のあいだでの未来をめぐる「社
会的想像」（チャールズ・テイラー）において独
自な意味を持っているとは言えそうだ。さらに、
この表現の具体的な用法として「2020年までに
世界最先端 IT 国家に」（内閣官房）、「2020年ま
でに日本人留学生を倍増」（日本学生支援機構）、
「2020年までに高速道路での逆走事故をゼロに」
（国土交通省）、「2020年年までに、ミドリムシの
力で空を飛ぶ！」（全日空）、「2020年までにお金
持ちになる逆転株の見つけ方」（新書タイトル）
などが挙げられる。このように一見して多様で雑
多な領域において「2020年までに○○」との表
現が今ではある種の決まり文句のように用いられ
ている。その背景として、来るべき「2020東京
オリンピック」が既定の事実＝決められた未来と
して人々のあいだに定着し、各人の多様性や差異
を包み込みながら受容されている事実を見逃すべ
きではない。
このように考えれば「2020東京オリンピック」
は、現在すでに人口に膾炙するようになったとも
言える。だがしかし、ここで注意を払うべきこと
は立候補当初に重視されていた「復興のためのオ
リンピック」という理念が、開催決定以降では相
対的に後景化しているように見受けられる点であ
る。先に指摘したように東京／日本でオリンピッ
クを開催することを正当化する手段として「復
興」がある意味で利用されたことを思い起こすな
らば、開催の正式決定後、その重要性が殊更に唱
えられなくなったことは当然かもしれない。そし
て興味深いことに、それと並行するかのようにオ
リンピック開催に関して人々の関心と注目を引き
付ける特定のテーマが急浮上した。それは開催準
備に要する経費問題である。そのことを最も象徴
的かつ端的に物語るのは「新国立競技場」の建設
をめぐる一連の出来事であろう。次節でそのこと
について見ていく。
2．新国立競技場のなにが問題なのか
新国立競技場と景観
2015年 12月 22日、JSC（日本スポーツ振興セ
ンター）は 2020年開催の東京オリンピックのメ
インスタジアムとなる「新国立競技場」の建設計
画について、再度のコンペの結果著名な建築家で
ある隈研吾氏がデザインし大成建設グループが提
出した案を採択することを正式決定し、それが関
係閣僚会議において了承された。これをもってオ
リンピック開催都市の顔とも言えるメイン会場の
建設に向けた基本方針が決まったわけであるが、
ここに至るまでの道のりは文字通り紆余曲折の連
続であった。
2012年 11月に行なわれた最初のコンペでの選
考の結果、新国立競技場のデザインに採択された
のは、世界的に有名な建築家ザハ・ハディド氏に
よる近未来志向の斬新なデザイン案であった。そ
れはスタジアム全体を覆う巨大なアーチ（キール
アーチ）が目を引く独特のデザインで、発表当初
から人々の関心と好奇を惹きつけるに足るもので
あった。と同時に、ザハ案が公表されるとすぐ
に、建築家をはじめとする関連業界の関係者のあ
いだから、そのあまりに巨大な建造物への疑問や
周囲の景観との不協和について意見や疑念が表明
された。神宮外苑という東京でも有数の景勝地区
の中に極めて斬新なデザインのスタジアムを建設
するという計画に対して、建築の専門家や景観保
全に取り組む市民運動の担い手たちを中心に異議
が申し立てられたのである（槇・大野［編］
2014、森 2014）。
このように新国立競技場をめぐる当初の異議申
し立ては、主として巨大なスタジアムの建造物と
しての適切性（規模・機能・用途）と、それが都
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市景観に与える影響（周辺風景との調和）に関し
てものであった。1964年の開催に続きアジアで
初となる二回目のオリンピック開催を目指す東京
／TOKYO という都市の歴史と伝統を踏まえたう
えで、すでに経済的な繁栄を手に入れ、今後は成
熟期を迎える日本の首都でオリンピックを開催す
るに際して、どのようなデザインが新たに建てら
れるスタジアムにとって望ましいのか。そうした
都市の歴史と景観をめぐる問題意識のもとで、コ
ンペの結果採択されたザハ案への疑念や異議が唱
えられていた。その意味で新国立競技場をめぐる
当初の物議は「あるべきスタジアムの姿」を争点
として巻き起こっていたと理解できる。
しかし、建築家を中心としたザハ案への異議申
し立ては、結果的により広範な世論を喚起するに
は至らなかった。たしかに、建築という専門職の
社会的使命を真摯に問い直そうとした日本の建築
家たちが投げかけた問題提起は一部では重く受け
とめられ、景観保護を目指す市民運動などと連帯
した地道な活動が試みられた（槇・大野［編］
2014）。だが、新国立競技場の方向性がある程度
確定した現在の時点から振り返るとき、そこでの
異議申し立ては結局のところ、特定の限られた関
係者を巻き込んだ議論や運動の域を出ることはな
かったと評価せざるをえない。それと対照的に、
新国立競技場をめぐるその後の事態の推移におい
てより多くの人々の関心と憤りを呼び起こし、結
果的に当初のザハ案が白紙撤回へと追いやられる
という異例の事態を引き起こす直接の要因となっ
たのは、競技場建設に関わる責任機関である文科
省と JSC の不透明な組織体制と、そのときどき
で目まぐるしく変わった総工費の金額であった。
そうした事態を受けて世論は、政府をはじめとす
る関係機関に対して厳しい姿勢を示したのであ
る。
総工費の膨張
2013年 1月に IOC に提出された立候補申請書
では、東京オリンピックのメイン会場の建設（現
在の国立競技場を解体し新たに建設する計画）に
要する費用は 1,300億円と記されていた。コンパ
クトで経費のかからないオリンピックの開催をセ
ールスポイントに掲げた東京都の招致キャンペー
ンにおいて、メインスタジアムの総工費ならびに
デザインが評価対象として大きな意義と位置を占
めていたことは改めて言うまでもないであろう。
この 1,300億という数字が、新国立競技場の建設
費をめぐる一連の騒動の出発点である。
新国立競技場のデザイン・コンペが行われザハ
案が採択された時点は、ブエノスアイレスでの
IOC 総会より前である。しかしながら、たとえ
正式採択以前であったとしても申請書作成の段階
でメインスタジアムの総工費は決まっており、そ
の額を前提にコンペが実施されたのであるから、
デザインの公募・審査・採択の各段階において
「総工費 1,300億円」との認識は諸関係者のあい
だで当然ながら共有されていたはずである。そう
であれば、デザインの内容と同時に建設費等も含
めた実現可能性の観点も踏まえてコンペの審査結
果が下された。そのように理解するのが常識的な
受けとめ方であろう4）。
だが、審査結果発表後の早い段階から関係者の
あいだでは、ザハが示した斬新なデザインを実現
するうえで、とりわけ巨大なキールアーチと開閉
式屋根の建設には高度な技術と特殊な素材を必要
とするため、当初予算では賄いきれないのではな
─────────────────────────────────────────────────────
４）コンペで審査委員長を務めた安藤忠雄氏は、建設費の膨張問題に対する世論の批判を受け 2015年 7月 16日に記
者会見を開いた。それに先立ち安藤氏から発表されたコメントでは、採用されたサバのデザインについて「スポ
ーツの躍動感を思わせる、流線型の斬新なデザイン」であり、そこには「構造と内部の見事な一致があり、都市
空間とのつながりにおいても、シンプルで力強いアイデア」が提示されており「大胆な建築構造がそのまま表れ
たアリーナ空間の高揚感、臨場感、一体感には際立ったもの」があった点を評価の根拠としてあげた。そのうえ
で、基本設計に基づく概算総工費が 1,625億円となったことを受けて「この額ならばさらに実施設計段階でコス
トを抑える調整を行なっていくことで実現可能と認識した」と述べ、それ以降の「大幅なコストアップにつなが
った項目の詳細について、また、基本設計以降の実施設計における設計プロセスについては承知しておりませ
ん」と述べ、JSC には「更なる説明が求められている」と指摘し、自らの責任を否定する旨の見解を伝えた。
「【新国立競技場】安藤忠雄氏「設計プロセスは承知しておりません」（コメント全文）」（http : //www.huffington-
post.jp/2015/07/16/ando-tadao-full-comment_n_7807116.html）
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いかとの懸念が表明されていた。そうした状況の
なか 2013年 10月に下村博文五輪相（兼文科相・
当時）は、総工費試算が 3,000億円に達するとの
見通しを受けて規模縮小の方針を明らかにした
（『読売新聞』2013年 10月 23日）。この方針を踏
まえて JSC は、2013年 11月に当初計画から延
べ床面積を約 2割縮小することで総工費を約
1,850億円とする見通しを示した（同 11月 26
日）。この縮小方針を受けて安倍首相・麻生太郎
副総理・下村五輪相による会談が持たれ、以前か
ら経費高騰の要因と見なされていた開閉式屋根の
設置について協議し、それを設置することが決定
された。この時点で、懸案事項であったスタジア
ムを覆う屋根の設置を当初計画通り実施すること
が決まったのである。当時の記事によれば、下村
大臣が指示した縮小方針のもとに経費を見直した
結果、開閉式屋根を設置しても総工費は 1,700億
円台で収まるとの文部科学省幹部の見解が紹介さ
れている（同 12月 19日）。さらに 2013年末に
は、財務省と文科省の合意によって新国立競技場
の総工費が「1,699億円で最終確定した」と報じ
られた（同 12月 27日）。その 5カ月後の 2014年
5月末に JSC は新国立競技場建設の基本設計案
を公表し、そこでは当初のデザイン案から延べ床
面積を 2割以上削減し環境や周囲の景観にも配慮
したことが記されており、総工費も以前よりさら
に縮減し 1,625億円とされた（同 5月 28日）。
ここまでの経緯を見るかぎり、キールアーチに
象徴される斬新なザハのデザインを実現するうえ
で費用見通しが高騰したことを受けて、デザイン
の独自性を失うことなく規模を縮小することで当
初予算の 1,300億円に近づけるべく真剣な検討が
なされたかのような印象を受ける。しかしなが
ら、この後事態は大きく展開し、そこでの文科省
と JSC の迷走ぶりを目の当たりにした世間の
人々は根深い不信と怒りを爆発させることにな
る。
総工費 1,625億円を明記した基本計画を JSC
が公表してからおよそ一年後、実際の費用は
2,500億円程度に膨らむ可能性が新聞紙上で報じ
られた。その根拠は、新国立競技場の工事を請け
負う大手ゼネコン（大成建設／竹中工務店）が
2015年春に文科省に提出した見積もりで建設費
は 3,000億円超とされていたからである。ゼネコ
ンからの提示を受けて文科省と JSC は、観客席
の一部を可動式にし、さらに開閉式屋根の設置を
五輪開催後に先送りするなどの措置による費用圧
縮案を示し、3,000億円の見積もり額を 2,500億
円まで削減することをゼネコン側と交渉している
と報じられた（『読売新聞』2015年 6月 5日）。
その後 2015年 6月 29日に開催された東京オリン
ピック大会組織委員会・調整会議の場で、下村大
臣は巨大アーチ構造を残し総工費 2,520億円で取
り組む内容の見直し案をはじめて報告した（同 6
月 29日）。
しかしながら、当初の経費膨張への批判を受け
て再検討した末に総工費を 1,625億円にするとの
決定がなされてからわずか一年余のあいだに、再
検討額から 895億円もの経費膨張が生じる異例の
事態を受けて各方面から批判の声が上がった。以
前からザハ案への疑念を提起していた槇文彦氏ら
建築家グループは、具体的な代替デザインを示す
ことで下村文部大臣に見直しを迫った。また、同
時期に読売新聞社が行なった世論調査の結果から
も、文科省・JSC が示した計画を「見直すべき
だ」との意見が 8割に達することが報じられた
（『読売新聞』2015年 7月 7日）。こうした専門家
や世論から湧き上がった非難のただなかで、JSC
は 2015年 7月 7日に国立競技場将来構想有識者
会議を開催し、その場で巨大アーチ構造を維持す
る現行デザインのまま総工費を 2,520億円とする
計画見直し案を了承したのである。
だが、最終的に 895億円の経費膨張を意味する
修正案が報じられて以降、反対世論が一気に高ま
りオリンピックに関わるアスリートのあいだから
も批判の声が上がった。そうした動向を見て取っ
た安倍首相は、「このままではみんなで祝福でき
る大会にすることは困難だと判断した」との見解
を述べて建設計画の白紙撤回を表明したのである
（『読売新聞』2015年 7月 15日）。
最高責任者たる首相自らによる白紙撤回の方針
提示を受けて、その後、開閉式屋根の設置の断
念、図書館・フィトネスジムなどの商業施設・設
備の断念などが決定され、2015年 8月には白紙
撤回前の予算額から 1,000億円削減するかたちで
総工費の上限が 1,550億円と決められた（『読売
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新聞』2015年 8月 29日）。また、以前からの交
渉事項であった東京都による負担額についても、
周辺設備費と合わせて 395億円とすることで合意
が得られた（同 12月 1日）。他方、再度のコンペ
は 2015年 9月 2日から 18日の期間に申込が受け
つけられたが、工期短縮のためデザイン・設計・
施行を一括発注したこともあり大手ゼネコンの大
成建設などのグループと竹中工務店・清水建設・
大林組などのグループの二者の応募にとどまっ
た。その後 2015年 12月に、JSC は前者から提案
された A 案（隈研吾デザイン）と後者による B
案（伊藤豊雄デザイン）についてその外観等を記
した技術提案書を一般に公開し、競技団体などへ
のヒアリングを実施したうえで審査員会にて検討
し、最終的に大成建設の提案を採択することを正
式決定したのである。
メインスタジアムに「問われた」こと
以上、新国立競技場をめぐる一連の騒動につい
て、国際コンペの結果ザハ・ハディド氏の斬新な
デザインが採択されて以降、総工費予算の膨張へ
の疑問が巻き起こり、それに対して文科省や JSC
がガバナンスを欠いたとも受けとられかねない場
当たり的な対応を取り続けたことで世論の批判が
高まり、最終的に安倍首相による白紙撤回の表明
に至るという前代未聞の顛末について概括した。
この一連の経緯から 2020年の東京オリンピック
に向かう日本社会のなにを読み取ることができる
だろうか。第一に指摘できるのは、オリンピック
開催都市の顔とも言えるメインスタジアムの建設
をめぐる一連の論争と騒動において、実のところ
明確な理念や目的は希薄であったという事実であ
る。たしかに、東京という都市の伝統や景観保全
という観点から建築家グループが唱えたザハ案へ
の異議申し立てでは、「あるべきスタジアムの姿」
が問われていた。だが、そうした運動が結果的に
大衆的な支持を得られなかったことは、先に指摘
した通りである。それと対照的に、発表の度ごと
に上下する総工費の見通しに対する人々の憤りや
不信は、そもそもオリンピックのメインスタジア
ムはどうあるべきかよりも、公的資金を無責任に
浪費しているかに映る文科省や JSC の組織体制
と具体的な責任者である下村文科相や河野一郎
JSC 理事長、さらにコンペの審査委員長を務めた
建築家の安藤忠雄氏や JSC 有識者会議委員の森
喜朗氏などへの非難として高まっていった。
今回の一連の事態が、国家的なプロジェクトを
統括する公的機関におけるガバナンスの問題を曝
け出していることは明らかである。その意味で下
村大臣が示した修正案に多くの人々が拒否を示し
たこと自体は、民主主義社会における世論のあり
方として当然かつ健全なものとも言えよう。だが
しかし、国家行政機関やそこに関わる特定の個人
への非難や攻撃として事態が推移した結果、そも
そもの出発点であったはずの「あるべきスタジア
ムの姿」に関する議論は深まることがなかったと
言わざるを得ない。端的に言って総工費金額の多
寡だけが焦点化されたことで、新国立競技場をめ
ぐる問題は当初の都市景観に関する議論から、単
に税金を司る公的機関における「金の問題」へと
変貌を遂げていったように思われ。だからこそ公
的資金をめぐる問題への人々の不満を和らげるた
めに、安倍首相はいささか政治的パフォーマンス
も込めて「1,000億円の削減」に踏み切ったのだ
と判断される。そのことを念頭に置けば、白紙撤
回敢行に際して首相が口にした「みんなで祝福で
きる大会にすることは困難」の真意は、要するに
多くの人が「金の問題」として納得できない以
上、それを押し通すことは難しいとの心情吐露に
ほかならない。なぜなら「あるべきスタジアムの
姿」も、そもそも「なんのために東京でオリンピ
ックを開催するのか」もこれまで十分に議論され
ておらず、人々のあいだで 2020年に東京でオリ
ンピックをすることの意味が共有されていない状
況下では、首相が重視する「祝福できる大会」の
内実は空無なものに過ぎず、せいぜいのところ多
くの有権者から見て「金がかかりすぎない」もの
に映るという下世話な判断基準に依らざるを得な
いであろう。
もちろん、オリンピック開催の理念は 2020年
の実施に向けてこれから作り上げられていくもの
であるかもしれない5）。だが、そうだとすればな
─────────────────────────────────────────────────────
５）大会組織委員会が基本コンセプトのひとつとして掲げる「全員が自己ベスト」という理念は、2015年 10月に↗
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おさらのこと、新国立競技場をめぐる一連の騒動
において、オリンピックという祭典の場で世界か
ら人々を迎え入れる開催都市の顔とも言うべきメ
インスタジアムのあるべき姿すら十分に議論され
なかったことを、この社会を覆う「2020年まで
に！」との不可思議な気分の下で暮らす人々は重
く受けとめるべきであろう。「復興のためのオリ
ンピック」という招致プレゼンテーションでのリ
ップサービスの賞味期限が切れ、具体的な準備開
始を受けて建築家や市民団体から投げかけられた
「都市景観とメインスタジアム」という問題提起
もいつしか潰えてしまい、最後に残ったものは国
家・行政における「金の問題」という現実こそ
が、これから「2020東京オリンピック」へと向
かう日本社会を冷静に分析していくうえでの出発
点なのである。
3．「症候」としての新国立競技場問題
経費膨張という「通常」
前節で概観したように、新国立競技場建設をめ
ぐる文科省や JSC の対応への世論の強い反発を
受けて首相の政治的判断による白紙撤回へと至っ
た今回の経緯は、文字通り前代未聞の醜態と言え
よう。だが、ここで注意すべきことは「2020東
京オリンピック」に向けた準備が開始された初期
に生じた新国立競技場問題は、近年における過去
のオリンピックに関する経緯を振り返るときある
面できわめて「範例的（paradigmatic）」とも言え
る点だ。その理由は、人々の関心と憤りを引き起
こしたどこまでも高騰していくかに見える経費膨
張という奇怪な現象は、実のところ過去にオリン
ピックを開催した都市の財政収支を事後的に分析
すれば同様な傾向を指摘できるからである
（Short 2008 : 335）。当初の計画が白紙撤回に追い
込まれた今回の事態は「異例」であったとして
も、無責任かつ無節操にさえ思われるほどに経費
が膨張していく傾向自体は、ある意味でオリンピ
ック開催において「通常」のものだと言える。で
は、開催経費をめぐるこうした事態はどうして繰
り返し起きてきたのだろうか。
その理由のひとつは、IOC による開催都市選
定の条件として「経費のかからない大会」が求め
られているからである。現に東京都が提出した立
候補申請ファイルにおいても、都市の安全性と会
場のコンパクトさ（各競技会場が集中している）
に加えて、既存施設の有効活用による経費の削減
が謳われていた。「金のかからない大会」を開催
する能力があることをアピールするのは、開催都
市に採択されるうえで必要条件なのである。だと
すれば、各都市が申請段階で示す経費見通しが
「抑え目」になるのは理の当然であろう。その意
味で申請ファィルに記され、また当初の国際コン
ペの際に条件として提示された「総工費 1,300億
円」はあくまで招致競争で優位に立つための戦略
的な見積もりであり、実際の総工費はそれ以上に
なるであろうことを関係者は承知していたに違い
ない。ただし、今回のような異例の事態に至った
背景として、申請時の金額と大手ゼネコンによる
試算との差額があまりに大きかった（約 2倍）こ
とに加えて、その事実が比較的早い段階で世間の
目に曝されたことが挙げられる。たしかに白紙撤
回は異例であったとしても、必要経費が当初の予
算からどこまでも膨張する（skyrocketing budget）
という奇怪な現象自体は実のところ過去のオリン
ピックにおいてごく「自然なこと」としてまかり
通ってきた。だからこそ「2020東京オリンピッ
ク」の開催に関わる当事者たちは、過去のオリン
ピックの「教訓」を念頭において経費策定に取り
組んでいたように見受けられる。
しかしながら今回のケースでは、事後的にでは
なく建設準備の初期段階で経費高騰が物議をかも
した。そのため安倍総理は、政治的判断（民意を
敵に回すことを避ける）のもとで事態収集を図ら
ざるを得なくなった。だからこそ、首相は自らの
リーダーシップの成果を世間に示すべく「1,000
億円の削減」を誇示したのである。しかし冷静に
考えれば、1,000億減額した結果である 1,550億
─────────────────────────────────────────────────────
↘ 第三次安倍改造内閣が政策として掲げた「一億総活躍社会」のビジョンと通じるものである。要するに、一人ひ
とりがその人なりの能力を最大限発揮する社会こそが「これからの日本」に相応しいとする発想がそこに見て取
れる。だが、その内実はあまりに曖昧模糊としてとらえどころがない。
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円という数字自体は当初予算に照らして「250億
の増額」であり、本来ならば予算オーバーとして
非難されるべき事柄であろう。それにもかかわら
ず、歯止めなくどこまでも高騰するかに見えた総
工費をめぐる狂騒を目の当たりにした後では
「1,000億円の削減」という政治的パフォーマンス
だけが人々の印象と記憶に残る結果となった。
「だれにとって」の背景
新国立競技場問題によって明らかとなった経費
問題は、先に指摘したようにオリンピック開催都
市の取り組みにおいて特段目新しいものではな
い。だとすれば、どのようにして当初計画での
「抑え目」の経費見通しからの膨張がオリンピッ
ク開催準備に際して生じるのだろうか。第一に考
えられることは、そして多くの関係者が自己弁明
として述べることは、開催決定以降の政治・経済
的な状況変化に応じて予算額が上昇するという点
である。例えば、国際的なテロの危険性が高まる
ことで、セキュリティ関連の予算が一挙に上昇す
る場合などが考えられる6）。また、インフレ率の
上昇など開催国の経済状況の変化が予算膨張を引
き起こす要因として指摘されてきた。だが第二に
指摘できるより重要な点は、事後の政治・経済的
な要因による影響とは異なり、そもそもの初めか
らオリンピック開催にかこつける／便乗すること
をあらかじめ見越したうえで、大会や競技に直接
関係のない予算がオリンピック関連経費として上
乗せされる結果、最終的なオリンピック関連経費
が大幅に増額する事態である。具体的には、都市
のインフラ整備や関連施設・設備の増改築、さら
に特定地区の再開発やジェントリフィケーション
がこれまでオリンピック開催の名のもとでなかば
強引に推し進められてきた歴史がある（老川
［編］2009、Hiller 2007 ; Muñoz 2006）。「2020東
京オリンピック」もその例外ではない。すでに東
京ベイエリア再開発との関連を見越したうえで、
オリンピック選手村予定地域である晴海周辺では
中央区のイニシアティブのもとに再開発事業が本
格化しつつある7）。
では、このようにオリンピック開催関連予算が
膨張してくことは「だれにとって」メリットがあ
るのだろうか。それを考えるうえで、近年のオリ
ンピック開催準備・実施を「だれが担って」いる
かに目を向ける必要がある。IOC への申請資格
を持つのは特定の都市であるが、現在ではオリン
ピック開催は国家的なプロジェクトと化してい
る8）。さらに、具体的な準備・実施には国家や地
方自治体だけでなく民間の企業や関係者も数多く
参画する。例えば、2020年の東京オリンピック
開催の公式主体である「東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会組織委員会（TOCOG）」は公
益社団法人として登記されており、その評議員・
役員・顧問には安倍首相をはじめとする行政関係
者や競技団体関係者とならんで経団連関係者など
財界の有力者が名を連ねている。「スポーツと文
化の祭典」であるオリンピックが実際には政財界
の有力者の意向と思惑のもとで催されることは、
もはや周知の事実であろう。
オリンピックを取り巻く政治と経済の現実状況
を踏まえるならば、いま現在のオリンピック開催
が「だれにとって」なされているかを問われたと
き、素朴に「アスリートのため」や「未来の子ど
ものため」と答えることは、あまりにナイーブに
過ぎる。四年に一度開催される世界の祭典は、す
でに遥か以前から巨体な利益を生み出す「ビジネ
ス」なのであり、それがもたらす富を求めて多方
面にわたる利害関係者（ステークホルダー）が蠢
き合う舞台にほかならない（天野［編］1998）。
オリンピック関連経費が高騰していく背景に、こ
うした「ビジネスとしてのオリンピック」という
現実を冷静に見て取ることが必要である（Short
2008 ; Surborg et al. 2008）。
IOC と契約を交わした「ワールドワイドオリ
─────────────────────────────────────────────────────
６）2001年の「9.11テロ」後のはじめての夏季大会となった 2004年アテネ大会が、この事例に典型的に当てはま
る。Samatas（2011）参照。
７）晴海地区将来ビジョン検討委員会（2014）、『日経コンストラクション』「選手村予定地に地下鉄構想、五輪後の
住宅整備見込む」（2015年 6月 12日）
８）近年ではオリンピック開催に要する資金・施設を賄うことができる都市は、世界でも限られた数になりつつある
ことが指摘されている（Short 2008 : 333-334、町村 2008）。
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ンピックパートナー」には VISA、TOYOTA、
Coca-Cola、McDonald など 12のグローバル企業
が名をつらね、「東京 2020ゴールドパートナー」
にはアシックス、東京海上日動、三井住友銀行、
NEC など 15社、「東京 2020オフィシャルパート
ナー」には SECOM、ALSOK、ANA、読売新聞
など 11社の日本の有力企業が参加している
（2016年 1月現在）。これら大企業は世界中の注
目を集めるオリンピックの場で自社を宣伝し広告
をする権利を保障・保護されている9）。IOC や
TOCOG にとって企業との契約は最大の収入源で
あると同時に、オリンピックの準備・実施におい
てそれら協賛企業の利益を確保することが当然な
がら求められる。このようにビジネス界との密接
な関係のもとでオリンピックが開催されるのであ
れば、華やかなスポーツの祭典が実際のところ
「だれにとって」なされるかの答えは一般に考え
られているほど単純明解なものではない。
「ビジネス」の影
オリンピックの招致・準備・開催においてビジ
ネス界の利害が大きく影響を及ぼしているのだと
すれば「2020東京オリンピック」に向けた取り
組みおいて、それは具体的にどのようなかたちで
現れるのだろうか。そして、そこにどのような問
題が潜んでいるのだろうか。それを考えていくう
えで、近年、オリンピックなど国家プロジェクト
を遂行する際に採用される PPP（Public-Private
Partnership：官民連携）という体制について検討
することが有効である。ここで PPP について論
じるのは、公共事業などを遂行するうえでそれが
有効かどうかを問いたいからではない。そうでは
なく、オリンピックという国家イベントを準備・
遂行するうえで PPP 体制を取ることが、ここで
の問いである「だれにとってのオリンピック」に
どのような影響を与えるかを検討するためであ
る。
オリンピックのマネジメントについて論じた先
行研究では、各種の事業遂行と組織運営に PPP
が取り入れられることの影響が検討されてきた
（Boykoff 2014 a）。そこでの主張を端的に要約す
れば、オリンピックの準備と実施のプロセスに
PPP が取り入れられることで、一方の民間企業に
はより多くの利益を得るチャンスがもたらされ、
他方公的機関は事業実施に伴うリスクや不利益の
ツケを払わされる可能性が高まるとの指摘である
（Raco 2014）。先に指摘した関連経費の膨張傾向
という近年のオリンピックに共通して見出される
現象は、こうした PPP のもとでの民間企業と公
的機関の関係を念頭に置いて検討する必要があ
る。要するに、オリンピック開催の名のもとでそ
れに直接・間接に関わる幾多の事業が「官と民の
協力態勢」のもとで取り組まれる結果、当初の予
算計画を超え出るかたちで事業規模はどこまでも
拡大していく。その理由は、予算規模の拡大の中
に民間企業はより多くのビジネスチャンスを見て
取るからだ。だがしかし、実際には事業が不首尾
に終わるケース（例えばオリンピックに際して新
築した施設や設備のその後の利用見通しが立たな
い事態）が過去のオリンピックで生じているが、
その際のコストを補填するのは当然ながら民間企
業ではなく公的組織（税金）である（石坂・松林
［編］2013）。極めて乱暴な言い方を敢えてすれ
ば、PPP 体制によって利益が得られる場合には民
間企業（private）は積極的に関わるけれど、それ
が見込めない、あるいは損失が生じると判断した
場合はそこから手を引くのであり、その後に残さ
れた損失と課題の処理は公的機関（public）に押
しつけられる。そうした歪な関係性（partnership）
のもとでオリンピックにおける PPP 体制がこれ
まで稼働してきたことを、先行研究は指摘してい
る。
「2020東京オリンピック」に向けたさまざまな
取り組みにおいても、ここで指摘した PPP 体制
が見て取れる。例えば、晴海地区に設置される選
手村は東京都が所有する土地を利用して 954億円
の予算規模で民間業者が施設・設備を設置するこ
とが IOC への申請段階から明記されていた。さ
─────────────────────────────────────────────────────
９）立候補申請ファイルの記入項目「7 マーケティング」では、スポンサー企業に対する屋外広告スペースや公共
交通機関での広告スペース確保の詳細や「アンブッシュ・マーケティング」（公式スポンサー契約を結んでいな
い企業による便乗的宣伝広告活動）防止への具体的取り組み方法を明記することが義務づけられている。ここか
らも IOC にとって企業スポンサーの利益を保護することがいかに重要視されているかが確認できる。
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らに、2014年 12月の段階ですでに「オリンピッ
ク後」の選手村跡地の開発計画が公表されてお
り、それによれば 50階建ての超高層タワー 2棟
と 14階から 17階の板状住宅棟 22棟（計 6,000
戸）と 4階建ての商業施設の建設が予定されてい
る10）。この計画を受けて 2015年 3月に三井不動
産レジデンスらのグループが都と共同で施設内容
や導入機能などを検討する事業協力者に選定され
ている11）。国や東京都が直接経費を負担する事案
ではないため新国立競技場をめぐる問題のように
世間の注目を集めることはないが、公的な土地を
利用しての選手村の建設、さらに大会後の高層住
宅と商業施設の建設は民間企業にとってオリンピ
ックの名のもとに遂行される大きなビジネスチャ
ンスであり、まさに PPP 体制のもとでの「2020
東京オリンピック」への取り組みの典型例と言え
よう。東京オリンピックの開催が正式決定して以
降、すでに晴海地区をはじめとする東京ベイエリ
ア周辺の不動産価格は高騰しており、選手村跡地
の開発計画の発表と具体的な業者の選定はその動
きに拍車をかけるものである12）。オリンピック開
催に伴う好景気に期待する立場からは、こうした
湾岸地区の不動産価格の上昇は歓迎すべきことで
あろうが、専門家のあいだからは今後の見通しに
ついて慎重な意見も出されている（日本不動産学
会誌 2014）。いずれにせよ現在までのところ、不
動産市場の活況というビジネス界にとって利益を
生み出す状況が続いているので関連企業の積極的
な参画が期待できるが、2020年までに市場動向
にどのような変化が生じるのか、さらに選手村が
オリンピック・レガシー（遺産）となる 2020年
以降の経済状況のもとで同地区の大規模な開発が
どのような帰結を迎えているのかは、実のところ
現時点では不透明である。
このように PPP の具体事例を検討することで、
「2020東京オリンピック」に向けた諸準備におい
て実際のところ「だれにとって」の事柄が重要視
されているかを読み解く糸口が得られる。PPP 体
制のもとで国家的プロジェクトが推進されるかぎ
り、そこではプライベート企業の利益が当然なが
ら反映される。先の例で言えば、オリンピック開
催時に「選手村」として利用された後、そのレガ
シーとして改築・増築を経て「高層マンション」
として販売される物件をオリンピックに向けてあ
らかじめ建設するうえで、開発主体である企業側
の意向と方針が最優先されるであろうことは想像
に難くない。オリンピックという国家／都市が主
催するイベントに伴う具体的な各種の事業は、実
のところその多くの部分がビジネス界の利害に照
らして進まざるを得ないのである。だからこそ
TOCOG には多くの民間企業関係者が名を連ねて
いるのであり、文科省や JSC がその意向を最優
先する方向に流れがちなことは、ある意味理の当
然であろう。その点を踏まえるならば、世間一般
の基準から見れば奇怪にしか映らない競技場建設
費の度重なる高騰に対して文科省や JSC が初期
段階で毅然とした態度を取ることができず、その
後も重要局面における対応で組織としてのガバナ
ンスを欠くかのような迷走ぶりを曝け出したこと
の理由も理解できる。最高責任者たる首相によっ
て白紙撤回がなされるという前代未聞の事態によ
って曝け出された最も注目すべき事柄は、関係省
庁における官僚制の弊害でもそこに関わる個人の
資質の問題でもなく、オリンピックという国家イ
ベントを準備・開催するうえでビジネス界の協力
が絶対的に不可欠であり、それを前提に取り組ま
れる具体的な各事業にはガバナンスをめぐる危う
さが常に付きまとうという現実である。なぜなら
そこには、明に暗にビジネスの影が映らざるを得
ないからである。
「症候」を引き起こすもの
このように考えてくると、世間の注目を集めた
新国立競技場問題は「2020東京オリンピック」
─────────────────────────────────────────────────────
１０）東京都報道発表資料「「選手村 大会終了後における住宅棟のモデルプラン」について」（2014年 12月掲載）、
『流通ニュース』「東京都／オリンピック後の選手村跡地に商業施設」（2014年 12月 20日）
１１）『日刊建設工業ニュース』「東京都／晴海選手村整備（中央区）／事業協力者に三井不レジら 13社グループ」
（2015年 3月 30日）
１２）『アエラ』「東京五輪バブルが始まった」（2013年 9月 30日号）、『週刊朝日』「東京五輪で高騰するマンション実
名リスト」（2013年 9月 27日）、仲野（2014）
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へと向かう東京／日本が抱える問題を「症候」と
して呈していると理解できる。当初計画から大幅
に予算が膨張し、それを統括する責任主体と組織
は期待されるようなガバナンスを発揮することが
できない。その背景に国家プロジェクトが実際に
は民間の私的利害を反映した体制のもとで遂行さ
れている事実が見て取れる。さらに興味深いの
は、こうした現実を隠蔽するかのように東京オリ
ンピックに関わる不祥事や課題が露呈するたびご
とに政府をはじめすとする担い手側が過剰なまで
に「みんなのオリンピック」を演出しようと躍起
になる様である。本稿で検討してきた新国立競技
場をめぐる一連の事態の顛末において JSC は、
仕切り直しのコンペ結果発表前の段階でゼネコン
グループから提出された二つの案をいささか唐突
に世間に公表し、さらにインターネットを通じて
「国民の意見」を聴取する姿勢を示した。そこか
らは不祥事の事後処理として国民に開かれたガバ
ナンスのあり方を世間に示そうとする、オリンピ
ック開催側の意図が見て取れる。
さらに「国民の意見」へのおもねりの例として
より典型的なのは、オリンピック・エンブレムに
まつわる「盗作疑惑」への対応である。2015年 7
月に「2020東京オリンピック」の公式エンブレ
ムは、コンペによってアードディレクターの佐野
研二郎氏の作品に決定した。開催までの 5年間、
世界に向けて東京オリンピックを広報するうえで
シンボルとなる大会エンブレムの決定は大きな注
目をもって迎えられた。だが、決定直後にベルギ
ーのデザイナーが佐野氏の作品が自身のものと酷
似していると指摘したことが物議をかもし、その
後インターネット上では佐野氏の過去の幾つかの
作品が他人のデザインと似ていることが取り沙汰
された。そうして瞬く間に「オリンピック・エン
ブレム盗作疑惑」が世間をにぎわすようになった
のである。事態の深刻化を受けて TOCOG 事務
局は、佐野氏デザインの公式エンブレムの使用を
白紙撤回し、2015年 10月に再度の公募を実施す
る方針を発表した。新たな公募では前回コンペの
参加条件が極めて厳しかった（実質的に国際的な
大会での受賞経験等がなければ応募できない）こ
とへの批判を踏まえて、参加条件の大幅な緩和が
行なれた結果、条件さえ整えれば「子どもでも応
募できる」コンペとなった。その甲斐あって応募
数は 14,599作品13）（その中で条件を満たした作
品 10,666点）に上り、事務局はオリンピック・
ロゴへの世間の関心の大きさとそれを正面から受
けとめた TOCOG の開かれた姿勢を世に示すこ
とができたのである。
TOCOG は再度のコンペに際してネット上に
「東京 2020大会エンブレムデザイン募集のご案
内」を公開し、審査項目ならびにエンブレム委員
会のメンバーを告知した。こうした広報活動にお
いて目指されていたのは、最近流行りの組織ガバ
ナンスの「透明性（transparency）」と「説明責任
（accountability）」にほかならない。だが端的に言
って、それは見せかけに過ぎないものであり、そ
のことが望ましいエンブレムの選定にどの程度寄
与するのかも定かではない。なぜなら、クオリテ
ィの高い作品を選ぶコンペ実施に際して主催者側
に求められるのは「子どもでも応募できる」条件
の設定ではなく、高度な専門知識と技能をもった
人々のあいだで熾烈な競争が生じ、その結果とし
て優れた作品が多数提案されるような条件を整え
ることだからである。その点を踏まえれば「子ど
もでも応募できる」条件にすることが質の高いデ
ザイン採択に直接結びつくわけでないことは、そ
れこそ子どもの目にも明らかであろう。だが、そ
れにもかかわらず TOCOG は開かれた応募の実
現にこだわったように見受けられる。ここにも東
京オリンピックにまとわりつく「症候」のひとつ
が見て取れる。そこから浮かび上がるのは、実際
には一部関係者の利害や思惑によって物事が決ま
る現行の体制を根本的に変えることなく、ただ見
せかけして「公開性」と「透明性」を演出するこ
とで、本当のところ「だれにとって」それが為さ
れているのかを体よく隠蔽しようとする組織の本
音である。オリンピック絡みのスキャンダルや不
祥事が矢継ぎ早に表面化する事態を受けて、責任
主体が示す過剰なまでに「みんなに」開かれたか
たちで「みんなで」問題解決を目指そうとする姿
勢は、新国立競技場建設計画の白紙撤回の際に安
─────────────────────────────────────────────────────
１３）大会組織委員会「エンブレム選考特設ページ」https : //tokyo 2020.jp/jp/emblem-selection/（2016年 1月 2日閲覧）
― ７６ ― 社 会 学 部 紀 要 第123号
倍首相が口にした「みんなに祝福される」との言
葉と見事に響き合う。実際には理念も夢も希薄な
状況下でなんとしても「2020東京オリンピック」
に向けて国民と社会を前に進ませようとする計算
高い政治の狡知が、そこに不気味に見て取れ
る14）。
新国立競技場問題もエンブレム盗作疑惑も
「2020東京オリンピック」へと向かう今の日本社
会の姿を端的に表わしている。そして繰り返す
が、そのことは過去のオリンピックの場合と比較
して、それほど特異なものではないのだ。その意
味でオリンピック開催に向けた準備が動き出した
段階で巻き起こった一連の騒動を通して見えてき
た事柄は、単に東京／日本でのオリンピックの問
題にとどまらずオリンピックそれ自体の現在の姿
とその病理を分析するうえで「症候」として解読
可能なものでもある。
2020年の東京オリンピック開催へと向かうこ
の社会は、なにしらの病状を呈しているのではな
いだろうか。一見すると、多くの人々が漠然とで
あれ夢と希望を託しているかに見受けられる
「2020年の日本」の姿には、同時にいま現在のこ
の社会が抱える根深い絶望が投影されているので
はないだろうか。こうした問題意識を携えて、今
後さらに具体的な準備が進んでいく「2020東京
オリンピック」を探究することが本研究の目論見
である。本稿では、新国立競技場問題という直近
の具体事例に即して「2020年の日本」の社会学
の方向性と課題を示す序説の提示を試みた。最終
節では、先行研究との関連を踏まえて今後の研究
の基本的な視座と分析対象について概観する。
4．今後の「東京オリンピック研究」の視
座と対象
「スポーツの外側から」のアプローチ
本節では、今後取り組むべき「東京オリンピッ
ク研究」に向けた準備作業として、既存の関連研
究の動向を踏まえつつ、「2020東京オリンピッ
ク」を分析するうえで有効と考えられる視座と対
象について概観する。今後の本研究の方向性とし
て明確にしておくべき第一の点は、ここでの「東
京オリンピック研究」は意図的／自覚的に「スポ
ーツの外側から」のアプローチを試みる点であ
る。言うまでもなくオリンピックは四年に一度の
「スポーツと文化の祭典」である。その意味で
「スポーツ」という視座はオリンピック研究の中
心に置かれてしかるべきである。しかしながら、
本研究ではあえてそうした正攻法を採らない。そ
の理由は、本稿のここまでの議論からも明らかな
ように、現実のオリンピックはスポーツ以外の要
因が及ぼす多大な影響のもとで成立し実践されて
いるからである。この現実を踏まえたうえで、本
研究では「スポーツの外側から」オリンピックの
内実と本質に迫る分析方法を採ることとする。も
とよりそれは「スポーツの内側から」オリンピッ
クを研究することの有効性や妥当性を否定するも
のではない。あくまで選択する視座の違いとし
て、スポーツの内側／外側を措定するに過ぎな
い。
メガイベントとセキュリティ
オリンピックをめぐる歴史・政治・文化につい
ての研究は、すでに海外のみならず国内において
─────────────────────────────────────────────────────
１４）「2020東京オリンピック」の目的や意義について考えるうえで「1964東京オリンピック」との比較が有効であ
る。周知のように昭和 39年に開催された東京オリンピックに託された意義は、戦後日本が敗戦からの復興を遂
げ、その姿を世界に示すことで国際社会の一員として再度認められることであった。その「夢」が多くの人々の
心をつかんだからこそ、1964年の東京オリンピック開催は、その後「戦後日本の復興と成長のシンボル」とし
て語り継がれた。だが、現時点までの状況を見るかぎり「2020東京オリンピック」は、前回のように多くの
人々の夢を喚起するには至っていないように見受けられる。だからこそ安倍首相をはじめオリンピックを推進す
る側の人々は、今後大会開催までの期間にあらゆる手段を尽くして「夢の喚起」を企てるであろう。その点を踏
まえれば、かねてより安倍首相が「昭和ノスタルジー」の代表作品である映画『オールウェイズ 三丁目の夕
日』に描かれた「昭和の日本」を絶賛することも頷ける（安倍 2013）。そこ見て取れるのは経済成長に邁進した
戦後の「元気だった昭和の日本」を平成の現在において「取り戻す」ことを目論む自民党・安倍政権の政治手法
である。「昭和ノスタルジー」と安倍政権との関係については、Abe（2016）を参照。
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もなされてきた（Sugden and Tomlinson 2012；清
水［編］2004）。とりわけ 1964年に開催された東
京大会については、当時の時代背景を踏まえた歴
史的な研究、都市開発や都市政策との関連でオリ
ンピックの影響を論じた研究などが発表されてい
る（老川［編］2009；片木 2010；越澤 2014）。さ
らにオリンピックを「メガ・スポーツイベント」
として位置づけ、それが開催都市にもたらす政治
・経済・社会的なインパクトを分析する研究も積
極的に取り組まれてきた（清水 2014；町村 2007,
2008；松村［編］2006）。これら先行研究の知見
を踏まえたうえで、本研究では議論の出発点とし
てメガイベント（mega-events）とセキュリティ
（security）との関連を取り上げた諸外国での研究
動向に注目する（Bennett and Haggerty 2011 ; Gi-
ulianotti and Klauser 2010 ; Giulianotti, Armstrong,
Hales and Hobbs 2015 a ; Klauser 2013 ; Roche
2008）。これらの研究ではオリンピックやサッカ
ーワールドカップなどスポーツの国際大会をメガ
イベントとして理解したうえで、その開催を通し
てどのような政治・経済的なインパクトが当該社
会にもたらされ、その帰結として社会自体をどの
ように変えていくのかを多方面から分析すること
が試みられてきた。とりわけ現代のオリンピック
を題材とした研究では、グローバルに広がる「テ
ロの脅威」のもとでセキュリティへの不安と懸念
が高まり、そのことがメガイベントにどのような
特徴をもたらしているかに焦点が置かれる。全世
界的にセキュリティへの関心が高まるなかで、メ
ガイベント開催に際して監視と管理がどのような
態勢・技術・政策のもとで強化されてきたのか
が、具体的なオリンピック（2000シドニー、
2004アテネ、2008北京、2008ロンドンでの各大
会）での警備態勢などを題材に論じられてきた
（Boyle and Haggerty 2009 ; Fussey 2015 ; Fussey,
Coaffee, Armstrong and Hobbs 2012 ; Houlihan and
Giulianott 2012 ; Sugden 2012 ; Yu, Klauser and
Chan 2009）。
セキュリティとの関連でメガイベントを論じる
研究視角は「2020東京オリンピック」の分析に
際しても有効だと判断される。その理由は、2016
年 5月開催予定の「伊勢志摩サミット」を控え
て、国際的なテロの脅威やサイバー攻撃の高度化
を背景に各種のセキュリティ対策がすでに講じら
れているからだ（『読売新聞』2015年 8月 21日、
『朝日新聞』2015年 11月 17日）。サミットから 4
年後の東京でのオリンピック開催を見越して、今
後日本社会における警備態勢と監視実践がなお一
層強化されるであろうことは、これまでの監視研
究による警鐘を聞くまでもなく容易に予測できる
（Abe 2004 ; Bennett and Haggerty 2012）。なぜな
らオリンピックという世界の注目を集めるメガイ
ベントは、同時にテロリズムの格好のターゲット
にもなりうるからだ（Cottrell and Nelson 2010）。
近年のオリンピック開催に見て取れるセキュリテ
ィ関連予算の異様な膨張という傾向は、2020年
の東京大会でも繰り返されるに違いない。だとす
ればメガイベントとセキュリティとの関連を分析
した先行研究の成果を踏まえて、グローバル都市
・東京でのオリンピックに向けた監視強化の動向
に注意を向けることが必要である。その際に念頭
に置くべきことは、メガイベント開催を控えた都
市におけるセキュリティ対策の強化は、ただ単に
イベントの安全な開催のためだけでなく、そのほ
かの多様な目的と思惑を含むかたちで推進される
ことで、開催都市の姿を大きく変えていく点であ
る。これまで先行研究では、オリンピック開催の
名のもとになされてきたジェントリフィケーショ
ンによる都市景観の再編、そのプロセスにおける
ホームレスなど社会的弱者の排除、それに対抗す
る社会運動の台頭、さらに活動家やボランティア
を犯罪化（criminalization）しようとする警察当
局の活動などについて、具体事例に即した研究が
積み重ねられてきた（Boykoff and Fussey 2014 ;
Cottrell and Nelson 2010 ; Giulianotti, Armstrong,
Hales and Hobbs 2015 b ; Kennelly 2015）。これら
の知見を参考にしながら、「2020東京オリンピッ
ク」へと向かう都市のセキュリティが、だれによ
って／どのような観点から／なんのために問い直
されていくかを注視することが求められる。
都市の空間と景観
セキュリティ／監視の視座と並んで「2020東
京オリンピック」を分析するうえで有効だと思わ
れるのは、オリンピック開催に伴う都市空間の再
編成と景観の変貌のもとでどのように社会的な包
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摂と排除が進行するかを論じた一連の研究である
（Mitchell and Heynen 2009 ; Hiller 2007 ; Muñoz
2006 ; Raco 2003）。それらの研究では、オリンピ
ック開催都市において都市インフラの増改築や区
画整備を目指す行政側の都市政策とビジネスチャ
ンスをうかがう産業資本の論理とのあいだに生ま
れる合致と拮抗のもとで、どのように都市空間の
再編成が進むのかが分析されてきた。同時にそこ
では、都市再開発の結果、従来からの地域間の格
差や特性がどのように生産／再生産されるかに焦
点が置かれてきた。そのなかでも 2012年ロンド
ン大会を取り上げた諸研究では、市内における再
貧困地区とみなされていた Newham, Hackney,
Tower Hamlets というロンドン南東部に位置する
行政区（borough）の再開発と並行してオリンピ
ックの準備が進められるなかで、階級・エスニシ
ティをめぐりどのような格差と分断が生じたのか
が重要なテーマとして取り上げられてきた。
これまでの研究が示してきたように、都市空間
の再編成や景観の具体的な変貌のあり方はそれぞ
れの開催都市ごとに多様な様相を示す。現に
2020年のオリンピック開催を控えたグローバル
都市・東京においてすでに資本の論理のもとで空
間の再編成が進みつつあることは、先に言及した
「オリンピック選手村」に予定されている晴海を
含む東京ベイエリアの変わりゆく姿のなかに見て
取れる。さらに、都内有数の景勝地区と称される
神宮外苑の景観も新国立競技場の建設に伴い変わ
っていくであろう。すでに競技場に隣接する明治
公園では「新国立競技場新営工事に先立つ埋蔵文
化財調査」の名目で公園周辺に暮らすホームレス
の排除が推し進められた。こうしたオリンピック
開催の名のもとで進行する都市空間における排除
と包摂のポリティクスを、1964年の東京オリン
ピックについて論じた先行研究（老川［編］
2009；片木 2010；越澤 2014）やスポーツと都市
空間の歴史と関連性を検討した研究（若林
2008；山本 2008）、さらに長野オリンピックの
「遺産」を詳細かつ批判的に検討した研究（石坂
・松林［編］2013）の成果を踏まえて分析するこ
とは、今後ますます「みんなの／みんなで」東京
オリンピックを成功させようとの呼びかけが高ま
っていくであろう状況のもとで、実際にどのよう
な地域／集団／個人が「みんな」から排除されて
いくかを冷静に見極めるうえで必要不可欠な作業
である。
「祝祭」への抗い
本稿では新国立競技場建設をめぐる一連の騒動
が「あるべきスタジアムの姿」や「東京オリンピ
ックの理念」をめぐる論争ではなく、結局のとこ
ろ「金の問題」へと収束していった点を指摘し
た。ここには現代のオリンピックを取り巻く経済
／ビジネスの現実が見て取れる。オリンピック招
致が決定した際に声高に唱えられたのは、それに
伴う経済効果への期待である。東京都はすでに
2012年 6月に東京オリンピック開催による国内
の経済波及効果は 2兆 9,600億円におよび 15万
人の雇用が生まれるとの試算を発表していたが、
開催の正式決定後に民間シンクタンクなどはそれ
を上回る試算をセンセーショナルに喧伝した15）。
当時は「アベノミクス」が政権の目玉政策として
唱えられていた時期でもあり、デフレ脱却／イン
フレ促進の流れの中でオリンピックの経済効果に
熱い期待が寄せられたのである。
だが先行研究では、オリンピック開催のたびご
とに盛り上がる「オリンピック景気」の効果予測
の測定方法はきわめて不正確かつ不確実であるこ
とや、たとえ経済効果があるとしてもその波及範
囲と対象はきわめて不均等なことが指摘されてい
る（Barclay 2009；宮本 2014）。さらに、現在の
経済システムのもとでのオリンピックなどメガイ
ベントの開催は、ナオミ・クラインがジャーナリ
スティックに暴き出した「惨状便乗型資本主義
（disaster capitalism）」（クライン 2011）とある意
味で相似的かつ相互補完的な「祝祭便乗型資本主
義（celebration capitalism）」の典型事例であると
指摘されている（Boykoff 2014 a）。そこでの議論
によれば、現在の資本主義は人々の情動的な高揚
に支えられた「祝祭」を糧として自らの増殖運動
─────────────────────────────────────────────────────
１５）『読売新聞』「成長戦略 五輪追い風 世界が注目 投資後押し 2020年東京開催決定」（2013年 9月 10日）、
「［決定五輪 2020］（3）脱デフレ「第四の矢」」（2013年 9月 12日）
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を展開しており、それを欠くことはシステムの危
機を意味する。だからこそ、人々のあいだに確固
たる理念や共有された夢や理想がないにもかかわ
らず、為政者たちは是が非でもオリンピックやワ
ールドカッブなどメガイベントを祝祭として開催
することに躍起になるのである。資本主義システ
ムとの関連でオリンピックの政治・経済的な意義
を捉える先行研究の分析視座は、実現すべき明確
な理念や向かうべき目標を欠きながらも、兎にも
角にも「2020東京オリンピック」へと突き進も
うとする日本社会の実像と窮状（『インパクショ
ン』2014）をより深いレベルにおいて探究するう
えで有効であろう。
今後、政府／メディアの活発なキャンペーンの
もとでオリンピック東京大会に向けたさまざまな
「楽しさの祝賀」が演出されることだろう。当然
ながらそれは「スポーツの内側」にとどまること
などなく、むしろ「スポーツの外側」のより広範
なテーマ群を飲み込むかたちで、オリンピックが
醸成する祝祭への便乗として華やかに演じられる
に違いない。オリンピック開催の名のもとで
「2020年の日本」に向けて遂行される政治・経済
的なさまざまな動きは、人々が生きる社会をどの
ように変えていくのだろうか。社会学に関わる私
たちには、それを冷静かつ慎重に問い質していく
責務があると思う。もしかすると、さまざまな
「症候」をひとつずつ丁寧に読み解く作業は、病
根の治療には必ずしもつながらないかもしれな
い。だが、自らの「症候」を自覚できないかぎ
り、人はなかば無自覚のままに未来へと突き進む
以外に手立てを持たない。それは現在への反省と
未知への想像を欠くという意味で、あまりに社
 
会
 
学
 
的
 
で
 
な
 
い
 
態度と営為だと断じられても仕方ある
まい。だからこそ私は、社会学に関わる者の端く
れとして「東京オリンピック研究」に少しばかり
気は重くとも携わることにする。
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Toward a Critical Study of the Tokyo Olympic Games:
Sociology of Japanese Society in 2020
ABSTRACT
Since Tokyo was selected to host the Games of the XXXII Olympiad in 2020 at
the IOC’s Olympic Congress in Buenos Aires 2013, Japan is preparing to welcome the
largest sporting mega-event in the world. While people seem to be somehow excited
by the upcoming Olympic Games, it is not sufficiently clear why the 2020 Games are
being held in Japan. At the candidacy stage Tokyo announced that one of the main rea-
sons they would host the Games is that it would stimulate reconstruction in the prefec-
tures damaged by the massive 3/11 earthquake in 2011. However, after the formal de-
cision was made, such a vision for the 2020 Games is not so frequently articulated.
One of the most prominent phenomena concerning the preparation for the 2020
Tokyo Games is the scandal of rising costs for constructing a new national stadium.
Due to strong public opposition to the government’s plan, Prime Minister Shinzo Abe
was forced to withdraw it. This was a quite unusual incident for Japan, but looking
back at the history of the Olympics skyrocketing budgets is a quite common phenom-
ena.
In this paper, I attempt to interpret the recent sensational incidents concerning the
2020 Tokyo Games as a ‘symptom’ revealing something hidden in present-day Japa-
nese society. Through sociologically diagnosing those symptoms the paper investigates
the socio-political significance of hosting the 2020 Olympic Games in Japan.
Key Words: Tokyo 2020 Olympic Games, scandal of skyrocketing budgets, mega-
events and security
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